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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第４区分
【発行日】平成22年2月12日(2010.2.12)

【公開番号】特開2008-162184(P2008-162184A)
【公開日】平成20年7月17日(2008.7.17)
【年通号数】公開・登録公報2008-028
【出願番号】特願2006-355935(P2006-355935)
【国際特許分類】
   Ｂ４２Ｄ  15/10     (2006.01)
   Ｇ０７Ｄ   7/12     (2006.01)
   Ｂ４１Ｍ   3/14     (2006.01)
   Ｂ４１Ｍ   3/06     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ４２Ｄ  15/10    ５０１Ｐ
   Ｂ４２Ｄ  15/10    ５３１Ｂ
   Ｇ０７Ｄ   7/12    　　　　
   Ｂ４１Ｍ   3/14    　　　　
   Ｂ４１Ｍ   3/06    　　　Ｂ

【手続補正書】
【提出日】平成21年12月16日(2009.12.16)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　媒体基材と、
　前記媒体基材の上に設けられ、見る角度によって見える色彩が変化する色彩可変印刷層
と、
　前記色彩可変印刷層の上に、前記色彩可変印刷層の少なくとも一部を表出するようにし
て設けられ、前記媒体基材と同色で形成され、紫外線又は赤外線の照射により蛍光発光す
る光反応印刷層と、
　を備える偽造防止印刷媒体。
【請求項２】
　媒体基材と、
　前記媒体基材の上に設けられ、前記媒体基材と同色で形成され、紫外線又は赤外線の照
射により蛍光発光する光反応印刷層と、
　前記光反応印刷層の上に、前記光反応印刷層の少なくとも一部が表出するようにして設
けられ、見る角度によって見える色彩が変化する色彩可変印刷層と、
　を備える偽造防止印刷媒体。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の偽造防止印刷媒体において、
　前記光反応印刷層又は前記色彩可変印刷層は、パターン状に形成されること、
　を特徴とする偽造防止印刷媒体。
【請求項４】
　請求項３に記載の偽造防止印刷媒体において、
　前記光反応印刷層又は前記色彩可変印刷層は、コードパターンを形成すること、
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　を特徴とする偽造防止印刷媒体。
【請求項５】
　請求項１から請求項４までのいずれか１項に記載の偽造防止印刷媒体において、
　前記光反応印刷層は、拡散反射面が形成されること、
　を特徴とする偽造防止印刷媒体。
【請求項６】
　請求項１から請求項５までのいずれか１項に記載の偽造防止印刷媒体において、
　前記色彩可変印刷層は、パール顔料を使用した印刷層であること、
　を特徴とする偽造防止印刷媒体。
【請求項７】
　請求項１から請求項６までのいずれか１項に記載の偽造防止印刷媒体において、
　前記色彩可変印刷層は、特定の波長を有した光線を吸収する材料を含んだ印刷層である
こと、
　を特徴とする偽造防止印刷媒体。
【請求項８】
　請求項１から請求項７までのいずれか１項に記載の偽造防止印刷媒体の真偽判定方法で
あって、
　前記偽造防止印刷媒体の前記光反応印刷層に、紫外線又は赤外線を照射する照射工程と
、
　前記照射工程で前記光反応印刷層の蛍光反応を確認することにより、偽造の有無を判定
する判定工程と、
　を備える偽造防止印刷媒体の真偽判定方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
　本発明は、以下のような解決手段により、前記課題を解決する。なお、理解を容易にす
るために、本発明の実施例に対応する符号を括弧内に付して説明するが、これに限定され
るものではない。
　請求項１の発明は、媒体基材（２０）と、前記媒体基材（２０）の上に設けられ、見る
角度によって見える色彩が変化する色彩可変印刷層（３０）と、前記色彩可変印刷層（３
０）の上に、前記色彩可変印刷層（３０）の少なくとも一部を表出するようにして設けら
れ、前記媒体基材（２０）と同色で形成され、紫外線又は赤外線の照射により蛍光発光す
る光反応印刷層（４０）とを備える偽造防止印刷媒体（１０）である。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００５】
　請求項２の発明は、媒体基材（２０）と、前記媒体基材（２０）の上に設けられ、前記
媒体基材（２０）と同色で形成され、紫外線又は赤外線の照射により蛍光発光する光反応
印刷層（４０）と、前記光反応印刷層（４０）の上に、前記光反応印刷層（４０）の少な
くとも一部が表出するようにして設けられ、見る角度によって見える色彩が変化する色彩
可変印刷層（３０）とを備える偽造防止印刷媒体（１０－２）である。
　請求項３の発明は、請求項１又は請求項２に記載の偽造防止印刷媒体（１０）において
、前記光反応印刷層（４０）又は前記色彩可変印刷層（３０）は、パターン状に形成され
ることを特徴とする偽造防止印刷媒体（１０）である。
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　請求項４の発明は、請求項３に記載の偽造防止印刷媒体（１０）において、前記光反応
印刷層（４０）又は前記色彩可変印刷層（３０）は、コードパターンを形成することを特
徴とする偽造防止印刷媒体（１０）である。
　請求項５の発明は、請求項１から請求項４までのいずれか１項に記載の偽造防止印刷媒
体（１０－２）において、前記光反応印刷層（４０）は、拡散反射面が形成されることを
特徴とする偽造防止印刷媒体（１０－２）である。
　請求項６の発明は、請求項１から請求項５までのいずれか１項に記載の偽造防止印刷媒
体（１０）において、前記色彩可変印刷層（３０）は、パール顔料を使用した印刷層であ
ることを特徴とする偽造防止印刷媒体（１０）である。
　請求項７の発明は、請求項１から請求項６までのいずれか１項に記載の偽造防止印刷媒
体（１０－２）において、前記色彩可変印刷層（３０）は、特定の波長を有した光線を吸
収する材料を含んだ印刷層であることを特徴とする偽造防止印刷媒体（１０－２）である
。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　請求項８の発明は、請求項１から請求項７までのいずれか１項に記載の偽造防止印刷媒
体（１０）の真偽判定方法であって、前記偽造防止印刷媒体（１０）の前記光反応印刷層
（４０）に、紫外線又は赤外線を照射する照射工程と、前記照射工程で前記光反応印刷層
（４０）の蛍光反応を確認することにより、偽造の有無を判定する判定工程とを備える偽
造防止印刷媒体（１０）の真偽判定方法である。
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